別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名: 児童虐待防止対策等事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護担当　電話番号：058-272-1111（内2636）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,014千円（前年度予算額：3,014千円）

	事業内容


	１　事業の内容


児童虐待は児童の心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与えることに鑑み、地域及び児童に関わる関係機関が連携して、児童虐待の早期発見・早期対応を及び広報啓発に努めることにより、児童の人権を擁護することを目的とする事業を展開する。
（１）協力体制整備事業
地域で活動する主任児童委員等に対し、児童虐待等に関する専門研修を実施し、子ども相談センターを中心にした地域での児童虐待等の発見、通告の促進、調査及び在宅指導等の協力体制の整備を促進する。
（２）法的対応機能強化事業 
  子ども相談センターが児童虐待等の相談を受理した際、弁護士に対し、必要に応じて法的対応に関する助言や関係者との調整を依頼する。弁護士は、岐阜県弁護士会子どもの権利委員会推薦の弁護士である。
（３）市町村体制支援強化事業
市町村の児童相談体制及び要保護児童対策地議会への支援の観点から、子ども相談センターの持っている相談対応や情報提供の援助技術等を市町村に伝播するため、講習会を開催し伝達したり、子ども相談センターＯＢ職員を配置し、児童相談体制及び要保護児童対策地域協議会の運営について指導を行う。
（４）児童福祉司任用資格取得研修
市町村要保護児童対策地域協議会の調整機関職員や子ども相談センター職員等、児童相談担当職員を対象とした児童福祉司任用資格取得のための研修プログラムを実施する。
（５）児童福祉施設基幹的職員研修
施設に置いて組織だったケアと人材育成が可能となるよう、自立支援計画等の作成・進行管理、職員の指導等を行う基幹的職員（スーパーバイザー）を養成するための研修を行う。
	２　所要経費


〇協力体制整備事業        　　　　　８５７千円
  ○法的対応機能強化事業        　　　３４８千円
  ○市町村体制支援強化事業      　１，１２０千円
  ○児童福祉司任用資格取得研修　　　　２６０千円
　○児童福祉施設基幹的職員研修    　　４２９千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
地域と一体となって、犯罪や暴力、事故の撲滅・防止を図り、安心して暮らせる地域をつくります。
	２　これまでの取組状況


市町村等の関係機関との連携強化及び、市町村・子ども相談センター・児童福祉施設職員に対する研修等の事業実施により、地域における児童虐待に対する意識の啓発が浸透している。
	３　これまでの取組に対する評価


児童虐待に対応するため、関係機関の連携を強化しているが、平成２１年度における岐阜県子ども相談センターが対応した児童虐待対応件数は４５０件と、依然として高い水準となっている。

より効果的な児童虐待防止対策を図るため、地域住民に対し、児童虐待に関する通告の周知を一層行うとともに、関係機関における児童相談体制の強化を図っていく。

	決定額の考え方



	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	 3,014
	1,507
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,507

	要求額
	3,014
	1,507
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,507

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

















・記入しないこと

















